
②仕様書改定案（機能要件）に関するご意見

修正前 修正後
分類

（選択肢から選択）
詳細

大分類

（事務局方針）

中分類

（変更管理）

構成員

（WT）確認
対応内容

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回答
（一部項目については、プルダウンから
選択してください。「報告」については
疑義等がない限り回答は不要です。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

1 軽自動車税 0130214 ③：要件削除 ①：新規意見

軽自動車税の環境性能

割の期限後申告及び修

正申告をCSV形式で一

括及び個別に取り込め

ること。

⑤：過剰な要件

「軽自動車税（種別割）」に係る機能要件であり、環境性能割期限内

申告データを種別割に係る税システムに取り込む項目すら存在しない

のに、環境性能割期限後申告及び修正申告データを必須機能化する意

味が不明。

税務システム標準仕様書案1-3対

象(2)対象分野に「本仕様書が規定

する対象分野は（中略）軽自動車

税（種別割）の賦課徴収に関する

事務」とあり。環境性能割の期限

後・修正申告データを、市区町村

が、種別割賦課徴収のために取り

込む必要性が不明。

担当課 要検討 要検討 照会

本機能要件について、「不要／必要」をご回答くださ

い。必要と回答した場合は、「本機能がない場合に考

え得る支障」もご回答ください。

【（参考）現行制度について】

・附則29条の９により、軽自環境性能割は都道府県が

徴収しております。また、申告・報告も同様に、附則

29条の11により、都道府県知事に提出することとして

います。

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

都道府県の意見による。

※標準仕様書は、都道府県/市

区町村共通のものであるの

で、都道府県業務にて必要性

が高ければ機能として搭載す

べき。

＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞ 本機能要件は不要とし、仕様書には反映

しないこととする。

尚、都道府県も対象とする開発事業者に

おいても不要と回答あり。

2 軽自動車税 0130215 ③：要件削除 ①：新規意見

取り込んだ電子データ

から環境性能割の期限

後申告及び修正申告の

疑似イメージを生成

し、参照及び削除がで

きること。

⑤：過剰な要件

「軽自動車税（種別割）」に係る機能要件であり、環境性能割期限内

申告データを種別割に係る税システムに取り込む項目すら存在しない

のに、環境性能割期限後申告及び修正申告データを項目立てする意味

が不明。

税務システム標準仕様書案1-3対

象(2)対象分野に「本仕様書が規定

する対象分野は（中略）軽自動車

税（種別割）の賦課徴収に関する

事務」とあり。環境性能割の期限

後・修正申告データを、市区町村

が、種別割賦課徴収のために取り

込む必要性が不明。

担当課 要検討 要検討 照会 No1と同様

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

都道府県の意見による。

※標準仕様書は、都道府県/市

区町村共通のものであるの

で、都道府県業務にて必要性

が高ければ機能として搭載す

べき。

＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞ 本機能要件は不要とし、仕様書には反映

しないこととする。

尚、都道府県も対象とする開発事業者に

おいても不要と回答あり。

3 軽自動車税 0130216 ③：要件削除 ①：新規意見

取り込んだ電子データ

から環境性能割の期限

後申告及び修正申告の

疑似イメージの出力が

できること。

⑤：過剰な要件

「軽自動車税（種別割）」に係る機能要件であり、環境性能割期限内

申告データを種別割に係る税システムに取り込む項目すら存在しない

のに、環境性能割期限後申告及び修正申告データを項目立てする意味

が不明。

税務システム標準仕様書案1-3対

象(2)対象分野に「本仕様書が規定

する対象分野は（中略）軽自動車

税（種別割）の賦課徴収に関する

事務」とあり。環境性能割の期限

後・修正申告データを、市区町村

が、種別割賦課徴収のために取り

込む必要性が不明。

担当課 要検討 要検討 照会 No1と同様

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

不要 ＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞

都道府県の意見による。

※標準仕様書は、都道府県/市

区町村共通のものであるの

で、都道府県業務にて必要性

が高ければ機能として搭載す

べき。

＜必要と回答した場合

は、「本機能がない場

合に考え得る支障」に

ついてご記載ください

＞ 本機能要件は不要とし、仕様書には反映

しないこととする。

尚、都道府県も対象とする開発事業者に

おいても不要と回答あり。

4 軽自動車税
130017

130140

⑤：機能分類変

更（標準オプ

ション/実装不

可→実装必須）

②：前回記載

意見
標準オプション機能 実装必須機能

④：現行事務処
理・現行機能の
踏襲

各社ディーラー等が多く、毎年、試乗用標識の貸出実績がある。現

在、システムで対応している業務を、職員による手作業に戻すことに

なれば、新たな経費（人件費）が発生することになる。

他業務及び他要件にもあてはまるが、本区システム事業者から「「実

装してもしなくても良い」は「実装しない」判断とする可能性が高

い」との見解があった。

そのため、現行システムで実装している機能を「実装してもしなくて

も良い」と区分されることは、実質「実装しない」になるのではない

かと危惧している。

①：現行システムで

パッケージ標準で実

装している機能

担当課 反映しない 変更なし 報告

機能要件にて、「試乗標識管理の機能については、軽

自動車税の課税事務とは直接関係せず、また試乗車の

車両情報を軽自動車税のデータベースとは別途管理し

ている事例もあるが、税務システム等標準化検討会や

全国意見照会において軽自動車税システムでの対応が

されていれば有用である旨の意見があったことから、

標準オプション機能とする。」と記載しております。

標準オプション機能の実装要否に係る調整は、地方団

体とシステム事業者にて行っていただく想定のため、

標準オプションのまま変更なしといたします。

― ー 意見なし 対応方針について、相違あり

ません。

標準オプション機能で

問題ないと考えます。

意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

5 軽自動車税 130180

⑤：機能分類変

更（標準オプ

ション/実装不

可→実装必須）

①：新規意見 標準オプション機能 実装必須機能

④：現行事務処

理・現行機能の

踏襲

大量登録している事業者が多く、通知書の送り先を変えたい申し出が

ある。現在、システムで対応している業務を、職員による手作業に戻

すことになれば、新たな経費（人件費）が発生することになる。

①：現行システムで

パッケージ標準で実

装している機能

担当課 反映しない 変更なし 報告

機能要件にて、「地方団体によっては、複数車両に対

し同一の送付先を設定する際、一括で登録を行うこと

が業務効率化に繋がるため、標準オプション機能とし

て定義する。」と記載しております。

標準オプション機能の実装要否に係る調整は、地方団

体とシステム事業者にて行っていただく想定のため、

標準オプションのまま変更なしといたします。

― ー 意見なし 対応方針について、相違あり

ません。

標準オプション機能で

問題ないと考えます。

意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

6 軽自動車税 130157

⑤：機能分類変

更（標準オプ

ション/実装不

可→実装必須）

①：新規意見 標準オプション機能 実装必須機能

④：現行事務処
理・現行機能の
踏襲

警察や公安委員会からの照会が多い。現在、システムで対応している

業務を、職員による手作業に戻すことになれば、新たな経費（人件

費）が発生することになる。

①：現行システムで

パッケージ標準で実

装している機能

担当課 反映しない 変更なし 報告

機能要件にて、「警察（公安委員会）等からの照会に

ついては一部都道府県において、照会機関側が回答様

式を指定するケースがあることから当該機関への回答

書作成は標準オプション機能とする。」と記載してお

ります。

標準オプション機能の実装要否に係る調整は、地方団

体とシステム事業者にて行っていただく想定のため、

標準オプションのまま変更なしといたします。

― ー 意見なし 対応方針について、相違あり

ません。

標準オプション機能で

問題ないと考えます。

意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

7 軽自動車税

130197

130198

130199

130200

130201

⑤：機能分類変更（標準オプション/実装不可→実装必須）①：新規意見 標準オプション機能 実装必須機能

④：現行事務処
理・現行機能の
踏襲

軽自動車税の標識管理を行う際に、収納状況にかかる情報を確認する

ことが多い。問合せに対応するためにも収納状況の確認は必須であ

る。

①：現行システムで

パッケージ標準で実

装している機能

担当課 反映しない 変更なし 報告

機能要件にて、「軽自動車税の課税や標識管理に係る

事務を行う際に、各自治体によって、収納から課税に

連携が必要な項目が異なることが想定されるため、標

準オプション機能として定義を行った。各自治体の組

織体制に合わせて連携する項目を選択する想定。」と

記載しております。

標準オプション機能の実装要否に係る調整は、地方団

体とシステム事業者にて行っていただく想定のため、

標準オプションのまま変更なしといたします。

― ー 意見なし 対応方針について、相違あり

ません。

標準オプション機能で

問題ないと考えます。

意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

8 軽自動車税 130172

⑤：機能分類変

更（標準オプ

ション/実装不

可→実装必須）

①：新規意見 標準オプション機能 実装必須機能

④：現行事務処
理・現行機能の
踏襲

駐留米国軍人にかかる課税について実績がある。現在、システムで対

応している業務を、職員による手作業に戻すことになれば、新たな経

費（人件費）が発生することになる。

②：現行システムで

カスタマイズを実施

している機能

担当課 反映しない 変更なし 報告

機能要件にて、「管轄区域内に米軍基地がある地方団

体に限定して必要な機能となるため、標準オプション

機能とした。」と記載しております。

標準オプション機能の実装要否に係る調整は、地方団

体とシステム事業者にて行っていただく想定のため、

標準オプションのまま変更なしといたします。

― ー 意見なし 対応方針について、相違あり

ません。

標準オプション機能で

問題ないと考えます。

意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

9 軽自動車税 130044

⑤：機能分類変

更（標準オプ

ション/実装不

可→実装必須）

①：新規意見 標準オプション機能 実装必須機能

④：現行事務処
理・現行機能の
踏襲

大量登録している事業者が多く、名義人を変えたい申し出がある。現

在、システムで対応している業務を、職員による手作業に戻すことに

なれば、新たな経費（人件費）が発生することになる。

①：現行システムで

パッケージ標準で実

装している機能

担当課 反映しない 変更なし 報告

機能要件にて、「当該機能はディーラー等による取引

など複数の車両の変更登録が行われるケースを想定し

ているが、地方団体に登録のある該当事業者数で必要

性に差異があるため、標準オプション機能とする。」

と記載しております。

標準オプション機能の実装要否に係る調整は、地方団

体とシステム事業者にて行っていただく想定のため、

標準オプションのまま変更なしといたします。

― ー 意見なし 対応方針について、相違あり

ません。

標準オプション機能で

問題ないと考えます。

意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

10 軽自動車税 130215 ②：要件変更 ①：新規意見

取り込んだ電子データ

から環境性能割の期限

後申告及び修正申告の

疑似イメージを生成

し、参照及び削除がで

きること。

取り込んだ電子データ

から環境性能割の期限

後申告及び修正申告の

疑似イメージを生成

し、参照及び削除がで

きること。併せて、紙

により提出された種別

割の申告のスキャンし

た画像イメージについ

ても、参照及び削除が

できること。

⑦：業務効率化
取り込んだ電子データを疑似イメージ化した画像で参照できることに

よって、申告内容の詳細を円滑に確認でき、業務効率化につながるた

め。

取り込んだ電子データを疑似イ

メージ化し、基幹システム内の

データと紐づける。紙により提出

された種別割の申告のスキャンし

た画像も基幹システム内のデータ

と紐づける。

③：現行システムで

は使用していない機

能

担当課 反映しない 変更なし 報告

eltax更改、誤記・誤字等に関する指摘でないため、5.0

版への仕様書改定時に検討いたします。

【（補足）意見の趣旨】

窓口受付している原付や検査協会から提供される紙の

申告書（当市では、J-lisでデータを取得しつつ、検査

協会から紙申告書も提供いただいている）をスキャン

して、税基幹システム内にデータを保存したいという

趣旨です。

― ー 意見なし 対応方針について、相違あり

ません。

意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

11 軽自動車税 130183

⑤：機能分類変

更（標準オプ

ション/実装不

可→実装必須）

①：新規意見

自動車検査登録情報協

会から小型二輪に係る

検査情報を取り込める

こと。

修正なし

①：地方税法
（法律・政令・
省令）への準
拠・外部機関
（eLTAX 等）
への対応

地方税共同機構からの通知「令和６年９月１７日付 軽JNKSの小型二輪対応に

ついて（依頼）」にて、正確な車台番号の登録が求められている。しかし、標

準化システムにて「標準オプション機能」とされていることにより、システム

事業者が本機能を採用しない場合、軽JNKSに送付する小型二輪の車台番号の

担保が取れず、市民が車検を受けることができない可能性があるため。

また、同通知にて、車台番号を含む車両情報の把握にあたっては、以下の２つ

の方法が示されている。

①地方税法第20条の11（事業所等への協力要請）の規定に基づき、運輸支局に

備え付けられた小型二輪に関する帳簿書類等の閲覧調査

②（一財）自動車検査登録情報協会がサービス提供を行っている「自動車検査

登録情報提供サービス（有償）の利用

本市の現行システムでは、業務効率の観点から②を採用しており、共同機構が

要求している「正確な車台番号の登録」を実現するためには、実装必須機能に

変更する必要があると考える。

なお、同様の要請があっている軽三・四輪については実装必須（機能ID：

0130182）とされていることからも、同じ取り扱いが良い。

３月末時点に当市にて登録されて

いる小型二輪と４月１日に登録さ

れた小型二輪の車両情報を取得

し、本市システムに取込、車台番

号等、上書きが必要なものは更新

を行う。その上で、５月末に軽

JNKSへ車台番号が正しい状態の

納付データを送付する。

②：現行システムで

カスタマイズを実施

している機能

担当課 反映しない 変更なし 報告

機能要件にて、「一部の団体では自動車検査登録情報

協会から小型二輪に係る検査情報を取り込んで当該事

務を実施しているため、こちらは標準オプション機能

とする。」と記載しております。

標準オプション機能の実装要否に係る調整は、地方団

体とシステム事業者にて行っていただく想定のため、

標準オプションのまま変更なしといたします。

― ー 意見なし 対応方針について、相違あり

ません。

標準オプション機能で

問題ないと考えます。

意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

12 軽自動車税 130157

<要件の考え方・理由>

警察（公安委員会）等

からの照会については

一部都道府県におい

て、照会機関側が回答

様式を指定するケース

があることから当該期

間への回答書作成は標

準オプション機能とす

る。

<要件の考え方・理由>

警察（公安委員会）等

からの照会については

一部都道府県におい

て、照会機関側が回答

様式を指定するケース

があることから当該機

関への回答書作成は標

準オプション機能とす

る。

反映する 修正 報告

機能ID130157「物件照会への回答（回答書作成）」に

ついて、要件の考え方・理由に誤記があったため、以

下の通り修正しています。

尚、本件は、事務局起因での修正であり、全国意見照

会結果ではありません。

＜修正前＞

期間

＜修正後＞

機関

意見なし 承知いたしました。 意見無し

全国意見照会を踏まえた対応方針の通り

とする。

13

0130218

0130219

0130220

0130069013

0070

■機能ID0130218～220につい

て

固定資産税、個人住民税の機能

要件の記載に揃えていただけま

すと、基幹ベンダーにとって分

かりやすいのではないか、とい

う意見がありました。

■機能ID0130069～70について

「eLTAX５期更改における見積

参考資料1.1版」では、外部連携

システムの運用開始がR9.9予定

ですので、税止めの備考欄に記

載されています「令和８年度に

利用開始されることを想定して

いる。」についても、変更が必

要になるかと存じます。

機能要件記載のCSVファイル

の作成は、LTAより提供され

る

「回答事務用データ作成支援

ツール」で行うことで充足で

きると想定し、基幹システム

側での対応は発生しないと当

初考えておりました。

WT構成員より質問のあった定型照会（機

能ID0130218、0130219）については、

他税目と記載を統一する。機能

ID0130220については、「回答事務用

データ作成支援ツール」は標準化システ

ムで実装するものでないため、本機能要

件は不要とし、仕様書には反映しないこ

ととする。

また、eLTAX連携データに関する機能

（機能ID0130069、0130070）の備考欄

に記載の開始年度については、「税止

め」に係る部分の仕様書改定と合わせて

第5.0版にて行うこととする。

WT構成員（Q市）ご回答欄 WT構成員（R市）ご回答欄

対応方針

WT構成員（L市）ご回答欄 WT構成員（M市）ご回答欄 WT構成員（N市）ご回答欄 WT構成員（O市）ご回答欄 WT構成員（P市）ご回答欄 WT構成員（S市）ご回答欄WT構成員（G市）ご回答欄 WT構成員（H市）ご回答欄 WT構成員（I市）ご回答欄 WT構成員（J市）ご回答欄 WT構成員（K市）ご回答欄WT構成員（B市）ご回答欄 WT構成員（C市）ご回答欄 WT構成員（D市）ご回答欄 WT構成員（E市）ご回答欄 WT構成員（F市）ご回答欄WT構成員（A市）ご回答欄

No
業務

（選択肢から選択）
機能ID

全国意見照会を踏まえた対応方針

意見発出者
（選択肢から選

択）

意見の分類
（選択肢から選択）

新規意見区分
（選択肢から選

択）

要件 意見の根拠

運用想定 現行システム区分
（選択肢から選択）



③仕様書改定案（帳票要件 等）に関するご意見

修正前 修正後
分類

（選択肢から選択）
詳細

大分類

（事務局方針）

中分類

（変更管理）

構成員

（WT）確認
対応内容

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた

対応方針（対応内容）への回

答
（一部項目については、プルダウンか
ら選択してください。「報告」につい
ては疑義等がない限り回答は不要で

す。）

回答の理由・詳細など

1 軽自動車税 帳票印字項目・諸元表 0130099

廃車申告書

兼標識返納

書（原動機

付自転車・

小型特殊自

動車）

①：要件追加 ①：新規意見

「原動機付自転車の区分

見直しへの対応」のた

め、車両情報として「最

高出力」を追加した。

「原動機付自転車の区分

見直しへの対応」のた

め、車両情報として「最

高出力」を追加した。

①：地方税法（法
律・政令・省令）へ
の準拠・外部機関
（eLTAX 等）への対
応

帳票要件に記載があるが、帳票印字項目・諸元表に

記載がない

③：現行システムでは

使用していない帳票
担当課 反映する 修正 報告

省令様式最終(案)を2月下旬頃に自治体宛に共有いた

しますので、追って帳票レイアウト、帳票印字項

目・諸元表を差し替えいたします。

意見なし。 ― 不要 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

2 軽自動車税 帳票レイアウト 0130099

廃車申告書

兼標識返納

書（原動機

付自転車・

小型特殊自

動車）

①：要件追加 ①：新規意見

「原動機付自転車の区分

見直しへの対応」のた

め、車両情報として「最

高出力」を追加した。

「原動機付自転車の区分

見直しへの対応」のた

め、車両情報として「最

高出力」を追加した。

①：地方税法（法
律・政令・省令）へ
の準拠・外部機関
（eLTAX 等）への対
応

帳票要件に記載があるが、レイアウトに記載がない
③：現行システムでは

使用していない帳票
担当課 反映する 修正 報告 No1と同様 ― 不要 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

3 軽自動車税 帳票レイアウト 0130099

廃車申告書

兼標識返納

書(原動機付

自転車・小

型特殊自動

車)

①：要件追加 ①：新規意見

第一種(一般原付/特定原

付)/第二種(甲/乙)/ミニ

カー

第一種(一般原付(総排気

量0.05L又は定格出力

0.6kW以下/総排気量

0.125L以下かつ最高出力

4.0kW以下/特定原付(定

格出力0.6kW以下)/第二

種(甲(総排気量0.125L又

は定格出力1.0kW以下)/

乙(総排気量0.09L又は定

格出力0.8kW以下))/ミニ

カー

①：地方税法(法律・
政令・省令)への準
拠・外部機関(eLTAX
等)への対応

原動機付自転車の種別において、令和７年税制改正

にて追加された「原動機付自転車第一種(総排気量

0.125Lかつ最高出力4.0kw以下)」の別がないため

③：現行システムでは

使用していない帳票
担当課 反映する 修正 報告 No1と同様 ― 不要 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

4 軽自動車税 帳票レイアウト 0130100
廃車申告受

付書
②：要件変更 ①：新規意見

項目名称が「総排気量又

は定格出力」なのに、レ

イアウトでの項目名表記

「排気量」

レイアウトでの項目名

も、帳票印字項目諸元表

33のとおり、また

ID0130096標識交付証明

書と同様に「総排気量又

は定格出力」

⑥：住民サービス向
上

令和7年4月1日施行予定での「最高出力を4.0kW以

下に抑えた排気量125ccの原付一種」について、標

識交付証明書では「総排気量又は定格出力」なの

に、廃車申告受付書では「総排気量」とのみ項目名

にする意味が不明。

申告書の記載事項と証明書の表示とが一致せず住民

が混乱する。又廃車申告受付書は、当該車体の譲渡

を受けた者が再登録する際の根拠資料となるもので

あり、再登録を受付する市区町村は車体に関する情

報を廃車申告受付書によって確認するため正確に

「総排気量又は定格出力」とするほうが判りやす

い。

担当課 反映する 修正 報告
本帳票の印字項目について、「総排気量」から「総

排気量又は定格出力」へ記載を修正いたします。
― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

5 軽自動車税 帳票印字項目・諸元表 0130099

廃車申告書

兼標識返納

書（原動機

付自転車・

小型特殊自

動車）

②：要件変更 ①：新規意見

第一種（一般原付/特定

原付）/第二種（甲/乙）

/ミニカー

令和7年4月1日施行予定

での「最高出力を4.0kW

以下に抑えた排気量

125ccの原付一種」の選

択肢も当然出力すべき

①：地方税法（法
律・政令・省令）へ
の準拠・外部機関
（eLTAX 等）への対
応

2025/1/23全国都道府県税務主幹課⾧・市町村税担

当課⾧合同会議で「本年3月に公表予定の標準仕様

書4.1版にこの新基準原付に関する改正を反映させ

る予定」とあり、確かに、機能要件や標識交付証明

書の帳票要件には案反映されているが、廃車申告書

兼標識返納書に関する要件には、反映されていない

理由が不明。

省令には、「最高出力を4.0kW以下に抑えた排気量

125ccの原付一種」を意味する選択肢が追加される

のに、税システムから出力する様式には当該選択肢

がないこととなり、矛盾。

担当課 反映する 修正 報告 No1と同様 ― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

6 軽自動車税 帳票印字項目・諸元表 130036 納税通知書 ②：要件変更 ①：新規意見

納税通知書部分に「延滞

金」及び「領収日付印

欄」がある。

不要 ⑤：過剰な要件
納付書（領収済通知書・原符・納税証明書）部分に

記載すべき項目であり、納税通知書には記載・押印

しない。

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映しない 変更なし 報告

延滞金については、帳票印字項目にて「標準オプ

ション」となっているため、表示／非表示は地方団

体判断となります。

領収日付印欄について、ご指摘の箇所は令和５年７

月25日実施の軽自WTにおいて、収納側で定義して

いた領収証書と軽自側で定義していた納税通知書を

一体化して領収証書を兼ねる形で再レイアウトした

際に追加しているため、変更いたしません。

― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

7 軽自動車税 帳票印字項目・諸元表 130082

軽自動車税

課税物件異

動通知書

③：要件削除 ①：新規意見

「新標識番号」を旧課税

自治体に通知する必要が

認められない。

不要 ⑤：過剰な要件
「新標識番号」を旧課税自治体に通知する必要が認

められない。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映しない 変更なし 報告

実装類型については、第1.0版作成時のWTを通し

て、通知先自治体から問い合わせがあった場合への

対応を目的とした項目として整理が必要と決定して

いるため、変更いたしません。

― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

8 軽自動車税 帳票要件 130099

軽自動車税

廃車申告書

兼標識返納

書

①：要件追加 ①：新規意見
新基準原動機付自転車対

応の項目追加。

①：地方税法（法
律・政令・省令）へ
の準拠・外部機関
（eLTAX 等）への対
応

令和7年4月から施行予定の項目追加。
③：現行システムでは

使用していない帳票
担当課 反映する 修正 報告 No1と同様 ― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

9 軽自動車税 帳票印字項目・諸元表 130099

廃車申告書

兼標識返納

書（原動機

付自転車・

小型特殊自

動車）

①：要件追加 ①：新規意見 …

009006_7_帳票要件_013

軽自動車税（種別割）、

通し番号「101」、第4.1

版への改定理由欄の記載

に、【帳票印字項目・諸

元表に「最大出力」を追

加した。】とあるが追加

されていない。

①：地方税法（法
律・政令・省令）へ
の準拠・外部機関
（eLTAX 等）への対
応

原動機付自転車の登録時に車両区分を判断する情報

であるため

原動機付自転車の登録・廃車時、軽自動車税種別割

の賦課決定の際の税率区分に使用するため（本国会

で法案が可決し他場合）。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映する 修正 報告 No1と同様 ― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

10 軽自動車税 帳票レイアウト 130099

廃車申告書

兼標識返納

書（原動機

付自転車・

小型特殊自

動車）

①：要件追加 ①：新規意見 …

009006_7_帳票要件_013

軽自動車税（種別割）、

通し番号「101」、第4.1

版への改定理由欄の記載

に、【帳票印字項目・諸

元表に「最大出力」を追

加した。】とあるが追加

されていない。

①：地方税法（法
律・政令・省令）へ
の準拠・外部機関
（eLTAX 等）への対
応

原動機付自転車の登録時に車両区分を判断する情報

であるため

原動機付自転車の登録・廃車時、軽自動車税種別割

の賦課決定の際の税率区分に使用するため（本国会

で法案が可決し他場合）。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映する 修正 報告 No1と同様 ― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

11 軽自動車税 帳票要件 0130097

試乗車用標

識交付証明

書

⑤：機能分類変更

（標準オプション/

実装不可→実装必

須）

①：新規意見 標準オプション機能 実装必須機能
④：現行事務処理・
現行機能の踏襲

現在、該当帳票を対象者に交付している。現在、シ

ステムで対応している業務を、職員による手作業に

戻すことになれば、新たな経費（人件費）が発生す

ることになる。

他業務及び他要件にもあてはまるが、本区システム

事業者から「「実装してもしなくても良い」は「実

装しない」判断とする可能性が高い」との見解が

あった。

そのため、現行システムで実装している機能を「実

装してもしなくても良い」と区分されることは、実

質「実装しない」になるのではないかと危惧してい

る。

反映しない 変更なし 報告

帳票要件にて、「試乗標識管理の機能については、

軽自動車税の課税事務とは直接関係せず、また試乗

車の車両情報を軽自動車税の車両台帳情報とは別途

管理している事例もあるが、税務システム等標準化

検討会や全国意見照会において軽自動車税システム

での対応がされていれば有用である旨の意見があっ

たことから、標準オプション帳票とする。」と記載

しております。

標準オプション帳票の実装要否に係る調整は、地方

団体とシステム事業者にて行っていただく想定のた

め、標準オプションのまま変更なしといたします。

―

「試乗車用標識交付証明書」

の帳票印字項目には「最高出

力」は追加されておりません

が、こちらは追加不要と整理

されたものでしょうか。

対応方針について、相違あり

ません。

標準オプション機能で

問題ないと考えます。
意見無し 特にありません。

全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

尚、WT構成員より質問のあった「試乗車用標識交付

証明書」の印字項目について、本帳票は例外的に標準

オプションでありながら印字項目のみ定義されている

帳票であり、今後の取り扱いについては、5.0版への仕

様書改定時に検討する。

＜参考（税務システム標準仕様書より）＞

【標準オプション帳票】に分類された外部帳票につい

ては、帳票印字項目、帳票レイアウトともに定義せ

ず、帳票の主たる用途を定義している。

12 軽自動車税 帳票印字項目・諸元表
当初納税通

知書
②：要件変更 ①：新規意見

④：現行事務処理・
現行機能の踏襲

宛名が正確に印字されないため

標準仕様パッケージでは通知書の宛名が２行（３４

字）しか印字できないため、名称の⾧い法人や多く

の外国人や納税管理人名等に対応できない、ベン

ダーからは仕様上のことなのでカスタマイズもでき

ないと言われています。しかし、このままでは多く

の法人や外国人や納税管理人等が正確に表記できな

くなり、当初納税通知書の正当性が揺らぎかねませ

ん。宛名が正確に表記できるよう文字数増加の仕様

に変更をお願いしたい。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映しない 変更なし 報告
eltax更改、誤記・誤字等に関する指摘でないため、

5.0版への仕様書改定時に検討いたします。
― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

13 軽自動車税 帳票レイアウト 0130036

納税通知書

（納付書払

い）（納付

書一体型専

用紙）

①：要件追加 ①：新規意見

当市では納付書に納税証

明書をつけないため、帳

票ID014130_納付書（送

付先付）専用用紙を使用

する予定である。

統一帳票は送付先が納付

書の横に配置されている

が、送付先が納付書の上

に配置された様式を追

加、もしくはカスタマイ

ズを認めていただきた

い。

⑦：業務効率化
誤封入を防ぐため自動封入封緘機を使用しているが

横⾧の納付書封入には対応できない。封入封緘機を

新たに購入するのは不可能。

送付先が納付書の上に配置された納付書であれば自

動封入封緘機に対応できる。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映しない 変更なし 報告

標準仕様書の帳票レイアウトで定義している帳票

は、原則、標準仕様書の帳票レイアウトに合わせて

いただくことになります。そのため、公表された帳

票レイアウトに準拠する必要がございます。

― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

14 軽自動車税 帳票印字項目・諸元表 130056

減免決定通

知書（汎

用）（汎用

紙）

①：要件追加 ①：新規意見

減免決定通知書（汎用）

（汎用紙）の帳票印字項

目に「継続検査証明有効

期限」がない

減免決定通知書（汎用）

（汎用紙）の帳票印字項

目に「継続検査証明有効

期限」を追加

⑥：住民サービス向
上

減免決定通知書に「継続検査証明有効期限」と「滞

納の有無」が記載されない場合、減免決定された納

税義務者は車両の継続検査を受ける際に、別途納税

証明書を発行してもらう必要があるため

納税義務者は車両の継続検査を受ける際に減免決定

通知書を使うことで、別途納税証明書を発行しても

らう必要がないため

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映しない 変更なし 報告

ご指摘の箇所は令和３年12月７日実施の軽自動車税

WTにおいて、不要であると判断されたと認識して

おりますので、必要に応じて納税証明書の発行をお

願いします。

― その他意見

過去の軽自動車税WT

において不要であると

判断された用件であっ

ても、その後に瑕疵が

見つかったのであれば

反映させるのが市民に

寄り添った対応だと考

えます。

対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

15  固定資産税

→軽自動車税
帳票印字項目・諸元表 130056

減免決定通

知書（汎

用）（汎用

紙）

①：要件追加 ①：新規意見

減免決定通知書（汎用）

（汎用紙）の帳票印字項

目に「滞納の有無」がな

い

減免決定通知書（汎用）

（汎用紙）の帳票印字項

目に「滞納の有無」を追

加

⑥：住民サービス向
上

減免決定通知書に「継続検査証明有効期限」と「滞

納の有無」が記載されない場合、減免決定された納

税義務者は車両の継続検査を受ける際に、別途納税

証明書を発行してもらう必要があるため

納税義務者は車両の継続検査を受ける際に減免決定

通知書を使うことで、別途納税証明書を発行しても

らう必要がないため

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映しない 変更なし 報告 同上 ― その他意見 同上 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

16 軽自動車税 帳票印字項目・諸元表 130052
減免申請書

（汎用）
①：要件追加 ①：新規意見 …

運転者の運転免許証の有

効期限を記載する欄の追

加

④：現行事務処理・
現行機能の踏襲

運転者が軽自動車税の賦課期日である４月1日時点

で、有効な運転免許証を保有しているか確認するた

め。（現状、過年度では保有していても当年度は免

許返納しているケースも見受けられる。）

申請時に運転免許証の有効期限を記入してもらう。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映しない 変更なし 報告

「軽自動車税（種別割）減免申請書」（汎用）の

「減免を申請する理由（減免申請の種類）」欄の項

目に、運転免許証の番号等の情報を記載する様な形

での運用も妨げません。

― 対応方針について、相違あり

ません。
意見無し 特にありません。 全国意見照会を踏まえた対応方針の通りとする。

WT構成員（P市）ご回答欄 WT構成員（Q市）ご回答欄 WT構成員（R市）ご回答欄

対応方針

WT構成員（K市）ご回答欄 WT構成員（L市）ご回答欄 WT構成員（M市）ご回答欄 WT構成員（N市）ご回答欄 WT構成員（O市）ご回答欄 WT構成員（S市）ご回答欄WT構成員（F市）ご回答欄 WT構成員（G市）ご回答欄 WT構成員（H市）ご回答欄 WT構成員（I市）ご回答欄 WT構成員（J市）ご回答欄WT構成員（B市）ご回答欄 WT構成員（C市）ご回答欄 WT構成員（D市）ご回答欄 WT構成員（E市）ご回答欄要件 全国意見照会を踏まえた対応方針

No

WT構成員（A市）ご回答欄

業務
（選択肢から選択）

仕様書改定案の対象
（選択肢から選択）

帳票ID 帳票名

意見の根拠

運用想定 現行システム区分
（選択肢から選択）

意見発出者
（選択肢から選

択）

意見の分類
（選択肢から選択）

新規意見区分
（選択肢から選択）


